
（単位：円）

資産の部 負債の部

Ⅰ 流動資産 Ⅰ 流動負債

現金及び預金 45,679,832 未払給付金 94,941,705

未収金 84,807,600 未払金 11,851,508

流動資産合計 130,487,432 預り金 4,653,688

引当金

賞与引当金 2,174,229 2,174,229

流動負債合計 113,621,130

Ⅱ 固定資産 Ⅱ 固定負債

有形固定資産 引当金

退職給付引当金 5,222,809 5,222,809

工具器具備品 312,854

固定負債合計 5,222,809

減価償却累計額 △ 299,456 13,398

有形固定資産合計 13,398 負債合計 118,843,939

無形固定資産 純資産の部

ソフトウェア 2,478,000 Ⅰ 利益剰余金

無形固定資産合計 2,478,000 前中期目標期間繰越積立金 6,659,701

固定資産合計 2,491,398 積立金 5,236,258

当期未処分利益 2,238,932

（うち当期総利益） (2,238,932)

利益剰余金合計 14,134,891

純資産合計 14,134,891

金　　　　　額

負債・純資産合計 132,978,830

貸借対照表（受託・貸付勘定）

（平成２４年３月３１日現在）

資産合計 132,978,830

科　　　　　目 金　　　　　額 科　　　　　目



（単位：円）

経常費用

健康管理手当等給付金 1,306,329,345

その他業務費

人件費 29,243,243

減価償却費 48,257

退職給付費用 1,843,979

賞与引当金繰入 2,174,229

不動産賃借料 5,521,414

その他経費 7,736,349 46,567,471

一般管理費

不動産賃借料 1,380,351

その他経費 3,317,399 4,697,750

雑損 1,750,700

経常費用合計 1,359,345,266

経常収益

国からの受託業務収入 89,494,290

その他の受託業務収入 1,270,339,196

雑益 1,750,712

経常収益合計 1,361,584,198

経常利益 2,238,932

当期純利益 2,238,932

当期総利益 2,238,932

科　　　　　　　目 金　　　　　　　額

損益計算書（受託・貸付勘定）
（自　平成２３年４月１日　至　平成２４年３月３１日）



(単位：円)

金　　　　　　　額

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

健康管理手当等給付金支出 △ 1,310,849,250

人件費支出 △ 31,690,310

その他の業務支出 △ 33,358,704

国からの受託業務収入 89,904,990

その他の受託業務収入 1,278,525,100

その他の収入 967,596

　　業務活動によるキャッシュ・フロー △ 6,500,578

Ⅱ　資金減少額 △ 6,500,578

Ⅲ　資金期首残高 52,180,410

Ⅳ　資金期末残高 45,679,832

科　　　　　　　目

キャッシュ・フロー計算書（受託・貸付勘定）
（自　平成２３年４月１日　至　平成２４年３月３１日）



Ⅰ　当期未処分利益
　　　　当期総利益

Ⅱ　利益処分額
　　　　積立金

項　　　　　　目 金　　　　　　　額

利益の処分に関する書類
（受託・貸付勘定）

2,238,932

2,238,932 2,238,932

（単位：円）

2,238,932



（単位：円）

Ⅰ　業務費用
(1) 損益計算書上の費用

健康管理手当等給付金 1,306,329,345
その他業務費 46,567,471
一般管理費 4,697,750
雑損 1,750,700 1,359,345,266

(2) （控除）自己収入等
国からの受託業務収入 △ 89,494,290
その他の受託業務収入 △ 1,270,339,196
雑益 △ 1,750,712 △ 1,361,584,198
業務費用合計 △ 2,238,932

Ⅱ　引当外退職給付増加見積額 2,138,200

Ⅲ　行政サービス実施コスト △ 100,732

金　　　額科　　　目

（自 平成２３年４月１日　至 平成２４年３月３１日）

行政サービス実施コスト計算書（受託・貸付勘定）



受託・貸付勘定 

 

注 記 

 
Ⅰ．重要な会計方針 

 

当事業年度より、改訂後の独立行政法人会計基準を適用して、財務諸表等を作成しております。 

 

１．減価償却の会計処理方法 

(1)  有形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

工具器具備品  2 年～5 年 

 

(2)  無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間(5 年)に基

づいております。 

 

２．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準 

役職員等の翌期賞与支給見込額のうち当期発生分を計上しております。 

 

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計

上しております。数理計算上の差異は、発生の翌事業年度に一括償却することとしておりま

す。 

 

４．消費税等の会計処理 

税込方式によっております。 

 

 

Ⅱ．注記事項 

 

１．貸借対照表注記 

金融商品の時価等に関する注記 

① 金融商品の状況に関する事項 

預金は、決済用預金としております。 

また、未収債権については、当該債権の大部分が企業からの委託を受けて実施してい

る給付金支給業務における未払給付金の受入資金部分であることから、信用リスクにつ

いては低いところであります。 

  



受託・貸付勘定 

 

 

② 金融商品の時価等に関する事項 

決算日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。 

（単位：円） 

区    分 
貸借対照表 
計上額 (＊) 

決算日における

時  価 (＊) 
差  額 

ア．現金及び預金 45,679,832 45,679,832 0
イ．未収金 84,807,600 84,807,600 0
ウ．未払給付金 (94,941,705) (94,941,705) 0
エ．未払金 (11,851,508) (11,851,508) 0

(＊) 負債に計上されているものは、( )で示しております。 

 

（注）金融商品の時価の算定方法 

ア．現金及び預金 

時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

 

イ．未収金 、ウ．未払給付金及び エ．未払金 

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。 

 

２．キャッシュ・フロー計算書注記 

資金期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金     45,679,832 円 

資金期末残高     45,679,832 円 

 

３．行政サービス実施コスト計算書注記 

引当外退職給付増加見積額は、国からの出向役職員にかかるものであります。 

 

４．資産除去債務注記 

当機構は、不動産賃借契約に基づき、事務所退去時における原状回復に係る債務を有して

おりますが、当該債務に関連する賃借資産の実質的な使用期間は明確ではありません。 

また、独立行政法人通則法第 30 条第 1 項の規定に基づき、厚生労働大臣に認可された中

期計画を達成するため、同法第 31 条第 1 項により定め、厚生労働大臣に届け出た平成 23 年

度計画において、第二期中期目標期間中は事務所移転を行わないことが定められていること

から、事務所移転の時期については未確定な状況であります。 

従って、当該債務の履行時期を予測することは困難であり、資産除去債務を合理的に見積

もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。 

  



受託・貸付勘定 

 

 

５．退職給付引当金注記 

(1)  採用している退職給付制度の概要 

当機構は確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。 

 

 (2)  退職給付債務に関する事項 

（単位：円） 

区    分 平成 24 年 3 月 31 日現在 

① 退職給付債務 5,457,308
② 未認識数理計算上の差異 △234,499
③ 退職給付引当金（①+②） 5,222,809

 

(3)  退職給付費用に関する事項 

（単位：円） 

区    分 
平成 23 年 4 月 1 日 
～24 年 3 月 31 日 

① 勤務費用 982,120
② 利息費用 97,271
③ 数理計算上の差異の費用処理額 764,588
④ 退職給付費用（①+②+③） 1,843,979

(注) 他の機関からの出向者にかかる退職給付費用の負担分として①勤務費用に

383,463 円、②利息費用に 32,636 円をそれぞれ計上しております。 

 

(4)  退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

区    分 平成 24 年 3 月 31 日現在 

割引率 1.9％ 
退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 
数理計算上の差異の処理年数 １年 

数理計算上の差異は、発生の

翌事業年度に一括償却するこ

ととしております。 

 

Ⅲ．重要な債務負担行為 

該当事項はありません。 

 

 

Ⅳ．重要な後発事象 

該当事項はありません。 
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